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略語  
 
略語 定義 

ADD Acoustic Deterrent Devices 

ASC Aquaculture Stewardship Council 

CAB Conformity Assessment Body 

CAR Certification and Accreditation Requirements 

EEMP Environmental Enhancement and Mitigation Programme 

ETP Endangered, Threatened and Protected 

EQS  Environmental Quality Standard 

FFDR Forage Fish Dependency Ratio 

FPIC Free, Prior and Informed Consent 

GHG  Greenhouse Gas 

HCV High Conservation Value 

ISEAL International Social and Environmental Accreditation and Labelling 
Alliance 

NGO Non-Governmental Organisation 

PA Protected Areas 

PC Public Consultation 

RAS Recirculating Aquaculture System 

RMF Risk Management Framework 

SBTi Science Based Target Initiative 

SUP Single-Use Plastics 

TAG Technical Advisory Group 

TG Technical Group 

TWG Technical Working Group 

UoA Unit of Assessment 

UoC Unit of Certification 
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1 背景 
ASC 養殖場基準の調整プロセスの目的は、現在 ASC 基準の適用範囲にある全ての養殖水産
物に適用される単一基準を策定することです。ASC 養殖場基準は、生産システムに特化し
た判定基準と、必要に応じて種に特化した判定基準を持つことになります。また、効果的で

信頼できる要求事項を設定する 3つの原則で構成されます。2022年 3月から 4月にかけて
行われたパブリックコンサルテーションでは、法的・社会的指標をカバーする原則 1と原則
3の要求事項と、環境指標に関する原則 2の判定基準（魚の福祉の要素を除く）が盛り込ま
れました。魚の福祉の提案は、2021年 9月から 10月までコンサルテーション対象となって
いました。さらにトピック別のコンサルテーションが 2022 年 9 月から 10 月の期間に完了
し、完全な基準に関する最終コンサルテーションが 2023年 9月に予定されています。最終
コンサルテーションに先立ち、養殖場でのパイロットとインパクトテストも実施される予定

です。この ASC養殖場基準を採用するかどうかは、2024年 3月に決定される予定です。 

本レポートは現在進行中のポリシー策定を対象としています。 
 

ステークホルダーから報告された見解や意見は最終的な結果に反

映されますが、必ずしもASCの公式なポリシーや立場を示した
ものではありません。 
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図 1: ASC養殖場基準タイムライン 

ASC 養殖場基準のドラフト策定段階において、様々な技術作業部会（TWG）が形成されま
した。TWG は、異なるステークホルダー部門から、そのテーマについて特定の専門性を持
つ専門家で構成されています。これらの TWGからの提言は、2022年 3月に 60日間のパブ
リックコンサルテーションのためにリリースされた基準のドラフトに組み込まれました。 

 

1.1 目的 
このパブリックコンサルテーションの目的は以下の通りです: 

• 提案された ASC 養殖場基準が、ステークホルダーの期待に沿って、水産養殖の主要
な持続可能性の問題に対処しているというコンセンサスを構築すること 

• 特定のステークホルダーグループに対する提案の影響を理解すること 
• ASC 養殖場基準が監査可能かどうかについて、適合性評価機関（CAB）からの見識
を得ること 

• ASC 養殖場基準が全ての生産システム、地域、種、養殖場規模に適用可能かどうか
の見識を得ること 
 

また、コンサルテーションは、今後ステークホルダーに影響を与える可能性のある変化に対

する認識を高め、プログラム利用者とより深く関わり、ASC プログラムとその影響につい
て理解を深めるための重要な方法です。 

調整プロセス – ASC養殖場基準
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1.2 アプローチ 
ASC は、ステークホルダーが基準の内容の決定根拠を理解できるよう、透明性の確保に努
めています。 第 3 章では、寄せられたフィードバックの中で提起された主要なテーマに関
する ASCからの回答を含む、フィードバックのサマリーを掲載しています。また、ASCは
受領した全てのコメントを公表しています。ステークホルダーが完全でオープンなフィード

バックを提供できるよう、ASC は公表された回答の帰属を明らかにしていません。フィー
ドバック提供者の名前と組織は、別途公開され、この文書に添付されています。ASC は、
匿名での提出を受け付けていません。 

ASCは、4つの方法でフィードバックを集めました: 

• 英語、フランス語、ドイツ語、日本語、スペイン語、ベトナム語によるオンライン
サーベイ 

• オンライン公開ワークショップと地域・国際パートナーとのハイブリッドワークシ
ョップ 

• 1対 1の対面ミーティング及び電話 
• Eメールによるフィードバック 

ASC はまた、ステークホルダーに対する関与とアクセス性を高めるためにいくつかの方法
を採用しました: 

• 全質問の英語、フランス語、ドイツ語、日本語、スペイン語、ベトナム語訳を含む
オフラインのコンサルテーションサーベイ（pdfバージョン） 

• 2022年 3月 1日に行われたオンラインローンチイベント（質疑応答を含む） 
• ASC ニュースレター（購読者 4,932 名に送付）/Eメールによる直接的な関与 
• ウェブページへのリンクを含むソーシャルメディアコミュニケーション（LinkedIn
及び Twitter） 

• ASC 養殖場基準のドラフトの中国語（簡体字）、英語、日本語、スペイン語、ベト
ナム語訳 

• 判定基準レベルでの提案とともに調整プロジェクトを説明するスライド及びショー
トビデオ 

• 英語、フランス語、ドイツ語、日本語、スペイン語、ベトナム語での FAQ や、ウミ
ジラミ、水質、底生生物への影響、重要指標などの関連資料など、各種文書のリリ

ース 
• ASC 養殖場基準比較ツールのリリース 

2 参加 

このパブリックコンサルテーションの焦点は、水産養殖を持続可能なものに変えていくため

のツールとして、リーチしづらいステークホルダーや、ASC 基準の内容及び/または基準一
般に批判的な人々を含め、基準の信頼性の観点で重要な視点を持つ人々を巻き込むことでし

た。ASC 養殖場基準に関するコンサルティングのために、ASC は 13 のステークホルダー
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のカテゴリーを特定しました。また、4 つの優先的なステークホルダーグループも特定しま
した: 

1. 養殖場（生産者）またはその関連団体 
2. 小売/ブランドまたはその関連団体 
3. 環境・社会 NGO 
4. CAB/監査人 

合計で 163 名の回答者（個人のほか、大規模な国際機関や協会も含まれます）がコンサル
テーション活動に参加しました。これらの回答者の中には複数の方法でご意見を下さった方

もいるため、この数は合計回答数である 220 とは異なります。ASC のコンサルテーション
活動におけるリーチ度合いを評価する上で、これらの回答者の意見は 1回のみカウントされ
ます。ASC は、全てのステークホルダー・グループからのフィードバックのバランスをと
ることを目的としており、グループごとの人数に依存した重み付けは行っていません。従っ

て、以下の表は参考程度にしかなりません。ASC 養殖場基準には生産システム固有の判定
基準や種固有の測定指標があるため、フィードバックもこれらのカテゴリーに対して報告さ

れています。 

フィードバック方法 回答数* 回答者数* 
オンラインサーベイ 80件 78団体/独立した個人 

ウェビナー/ワークショッ
プ 

76件 44団体/独立した個人 

1対 1の対面ミーティング
及び電話 

11件 11団体/独立した個人 

Eメールフィードバック 53件 51団体/独立した個人 

合計:  220件 163団体/独立した個人 

表 1: ASC養殖場基準のドラフトに関するパブリックコンサルテーションへの参加状況概況 

*回答数は、実際に寄せられたフィードバックの数を指します。*回答者は、フィードバックを提出し
た組織または個人を指します。1 つの組織から複数の人がフィードバックを行った場合は、まとめて
集計しているため、各欄で人数が異なる場合があります。 

太字の合計回答者数は、複数の経路からフィードバックがあった場合でも、1 回のみカウントしたも
のです。 

ASC は、様々な業界や地域のステークホルダーを対象に、27 のオンライン公開ワークショ
ップを開催しました。これらのウェビナーは 4 日間にわたって開催されました。ワークショ
ップでは、通常 2～4 種類の判定基準を対象としていました。異なるタイムゾーンに対応す
るため、各テーマについて同じセッションが 2回開催されました。ほとんどのウェビナーに
は、多くの参加者が集まりました。4 つのウェビナーでは参加者がゼロでした。全てのワー
クショップで、日本語の同時通訳が提供されました。 
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オンライン公開ワークショップに加え、ASC は、このコンサルテーションに特に関連する
特定の地域を対象に、情報提供のためのウェビナーを開催しました。地域のウェビナーには

多くの人が参加しましたが、その場でフィードバックを集めるのではなく、他のフィードバ

ック方法に関係者を誘導しました。 

直接の対話は、ほとんどのステークホルダーグループについて、フィードバックを得るため

の最も効果的な方法であることが証明されました。以下の表は、優先ステークホルダーグル

ープごとの回答者数を示しています: 

 

ステークホルダーグループ 回答者数 

養殖場（生産者）またはその関連団体 42 

小売/ブランドまたはその関連団体 11 

環境・社会 NGO 53 

CAB/監査人 4 

その他（学術/研究機関、市民、コンサルタント、飼料工場、政
府/規制当局、政府間機関、一次・二次加工業者/取引業者、そ
の他） 

53  

合計 163 
表 2: 直接コンタクトした優先ステークホルダーグループごとの回答者数。注：3つの養殖場協会及び
39の養殖場からフィードバックがあり、そのうち 33が認証を受けています。 

 

2.1 参加目標に対する進捗 

参加目標は、特定された各ステークホルダーグループに対して設定されました。以下の表は、

参加目標と実際の回答者数を示しています。様々な活動への参加目標は、未認証養殖場とそ

の関連団体を除く全ての主要なステークホルダーグループにおいて達成されました。これら

のカテゴリーでは、特定のグループの参加が不十分でした。これらのグループについては、

今後のコンサルテーション活動において、より慎重にターゲティングしていきます。 

一部のステークホルダーは、ASC 養殖場基準のドラフトに関するコンサルテーションが非
常に専門的で、一部のステークホルダーが回答するのに抵抗がある、及び/または十分な専
門知識がないと感じるトピックがあったと指摘しました。ASC は多くのステークホルダー
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を対象としていますが、いくつかのステークホルダーからのフィードバックを確保すること

は困難でした。養殖場、NGO、小売/ブランドは、成功した取り組みの例です。 

 

 
図 2: セクター別の目標と結果の比較 
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3 フィードバックサマリー 

以下の表は、寄せられた主なフィードバックとそれに対する ASCの回答です。 

テーマ コンサルテーションフィードバックのサマリ

ー ASCの回答/ネクストステップ 

範囲 コンサルテーションでのフィードバックによると、回答

者は孵化場と中間施設を含めることに同意している が、
アプローチについては意見が分かれている。 
 

• ASCは、ステークホルダーのフィードバックを考慮
しながら要求事項を改良し、パイロット版でフィード

バックを求めます。 
• さらに、地域ワークショップを開催し、改良された
モデルについてより多くのステークホルダーの意見を

求める予定です。 
判定基準 1.1 – 法令遵
守 

範囲、監査可能性、違法行為の扱い方、また国内法と

ASC養殖場基準のいずれが優先されるかなど、重要な疑
問が提起されました。 

• ASCは提起された懸念について内部で議論し、ASC
養殖場基準のイントロダクションと付属ガイダンスで

これらの質問に対する回答を明確にする予定です。 
• 異なる規制や法的ライセンスの取り扱いに関する詳
細な情報は、付属ガイダンスに含まれる予定です。 
 

判定基準 1.2 – 管理シ
ステム 

• あるステークホルダーは、このトピックには魚の福祉と
の関連性がないことを指摘しました。 
• 指標 1.2.4 は明確ではなく、CABの役割を考えると必要
ないと感じるステークホルダーもいました。 

• 付属ガイダンスには、管理システムとその適用性に
ついてのより詳細な定義が含まれる予定です。 
• ASC は指標 1.2.4 の文言を再検討し、この要求事項
の明確性を向上させる予定です。 

判定基準 1.3 – 企業倫
理 

一般的に、この判定基準を含めることについてのフィー

ドバックは肯定的でしたが、その実現可能性について

は、いくつかの反発がありました。また、汚職を完全に

防止し、倫理的な事業環境を確保する UoCの役割に関し

ASCは、これらの指標の実現可能性に関する懸念に
ついて議論し、意図に関するステートメントと指標の

両方を書き換えることを検討します。さらに、ASC
は、付属ガイダンスにさらなる情報を含めることを検

討します。 
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ても懸念が寄せられました。また、この判定基準の監査

可能性についても、いくつかの質問がありました。 
判定基準 1.4 – トレー
サビリティと透明性の

ある情報開示 

•トレーサビリティと透明性の要求事項の必要性について
は一般的にコンセンサスが得られているが、生産者（お

よびその他のステークホルダー）は、すでに運用されて

いる養殖場ベースのシステムと重複しないように、シス

テムを最適化することを求めています。 
• さらに、ステークホルダーは、データ要素の特定が、関
連する ITソリューションによってサポートされることを
推奨しています。 

• ASCは、プログラムの効率を高めるために、他のシ
ステムでサポートできる要求事項を引き続き定義しま

す。 
• データ提出は、ウェブサイトポータル、APIなどに
より最適化されます。 

判定基準 2.2 – 生態学
的に重要な生息地 

• 修復活動、保護価値の高い地域（HCVs）への立地、リ
スク管理フレームワーク（RMF）の役割をより明確にす
る必要性について、かなり多くの意見が出されました。

生産システムへの指標の適用性や、成功の適切な指標と

ともに、必要とされる修復の許容レベルについては、若

干の混乱が見られました。 
• 多くの人が「生態系サービス」を含めることが重要だと
考えている一方で、これらを測定し、修復されたことを

保証するメカニズムが重要だと考えられています。 
• また、立地地域外への影響を考慮し、 判定基準 2.18
「エリアベース管理」の内容でこれらの指標を検討する

ことを提案する意見もありました。 
• 全体として、要求事項は概ね受け入れられました。 

• 生産システムと生息地の保全価値の相互作用におけ
るリスクと、いつどこで修復が必要かを定義するた

め、修復活動、HCVにおける立地及び RMFの間の役
割は、RMFの策定によってさらに明確にされる予定
です。 
• 保護地域（PA）、HCV、湿地やマングローブ、その
他影響を受けやすい重要な生息地における立地に関す

るガイダンスは、何が許容され監査可能か、どのよう

な条件の下で修復が求められ、成功したとみなされる

かについて、非常に明確な解釈を提供しなければなら

ないことは明らかです。 
 

判定基準 2.3 – 野生動
物との関わり 

• 音響的抑止装置（ADDs）の除外については概ね合意さ
れましたが、特定のシステムが許容されるためには、強

い明確性とガイダンスが必要であることも指摘されまし

• ASCは、ADDの使用に関する繊細な問題と、技術
の急速な発展を認識しています。付属ガイダンスは、

要求事項を明確に定義します。 
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た。さらに、累積影響の検討とその評価方法に関する懸

念が提起されました。 
• 回答者、特に NGO は、死亡事故の報告頻度と正当性に
関する懸念、また、絶滅危惧種や保護対象種の国際的・

国内指定に関する課題を提起しています。 
• 種のグループ化に関する懸念 - これは絶滅危惧種及び保
護対象種（ETP）が種のグループとして包括されている
ことに関する明瞭さの欠如を示したものです。 
• 生産者は死亡率の制限を望んでいます。 
• ガイダンスの追加と文言の明確化が明確に必要です。 
• 鳥類の死亡率制限を含めることに関して様々な意見があ
りました。 

• 地域の人口状況や水産養殖における ADDの使用に
関連する課題を考慮し、指標の文言の改良及び/また
は効果的なガイダンスの策定について、さらなる専門

家の意見を求める予定です。 

判定基準 2.4 – 外来種 • 2010年を外来種養殖の許容基準年とすることは NGO
に受け入れられませんでした。 
• "business as usual"は NGOに受け入れられませんでし
た。 
• 養殖種は、NGOによっては遺伝子の違いから外来種と
みなされます。 
• 三倍体は必ずしも機能的不妊を意味しません。 
• 生殖細胞の移動と CRISPRは概念的な研究方法であ
り、機能的不妊/ヒトへの安全性についての検証は行われ
ていません。 
• 侵襲性があり、害を及ぼすことが知られているものは評
価が困難です。 

•.2010年という基準年は、ASCの現在の種固有の基
準と一致しています。さらに、これは現在許可されて

いる外来種養殖の研究とリスク評価を継続しながら、

新しい種の導入の可能性を制限することになります。 
•.養殖種とその在来種との遺伝的な違いは、「外来
種」の分母として考慮されません。しかし、脱走した

家畜が野生種に与える影響は、判定基準 2.5 エスケー
プ（脱走）の下、RMFの一部として考慮されます。 
•.ASC は引き続き不妊化手法と侵入性のレベルを評価
し、パイロット監査中に実現可能性と監査可能性に関 
する意見を求める予定です。 

判定基準 2.5 – エスケ
ープ（脱走） 

• 定義された制限値（4%及び 1%）は、様々なステークホ
ルダーから明らかに否定的な反発を受ける結果となりま

した。生産者の中には、設定された数値は厳しすぎて、

• 設定された測定基準値は、受領したフィードバック
に照らして再検討されます。この反映は、ステークホ
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計数誤差のために遵守を証明するのは困難だと指摘する

者もいる一方で、非生産者（NGOと小売業者の両方）
は、1サイクルあたりの大規模な脱走イベントの許容は甘
すぎると指摘します。 
• 複数のステークホルダーが、他のシステム（垂下養殖シ
ステム以外）でも不可抗力的な事象が発生し得るし、実

際に発生するので、1回の大規模脱走イベントを認めるべ
きであると理由付けています。いくつかのステークホル

ダーは、垂下養殖システムはその運用上の脆弱性から例

外を認めるべきではないと提案しています（より劣悪な

慣行に報いるという意味で）。 
• サケとサケ以外では計数技術が異なりますが、ASCは
一般的なヒレ科魚類の計数値を設定すべきであるという

点では、意見が一致しているようです。 
• 複数のステークホルダーが、養殖魚が在来種か外来種か
の評価を RMFに含める必要性に言及しています。外来種
の場合、在来魚の脱走に比べて影響が大きくなる可能性

がありますが、これにもニュアンスの差異があることに

留意してください。 

ルダーの期待と合わせて、計数の実現可能性を検討す

るために行われます。 
• 高リスクの種はより厳しい要求事項を満たすことが
期待されるよう、RMFを通じて脱走種がより広い環境
に与える影響について検討します。 

判定基準 2.6 – 低生生
物への影響 

•.フィードバックは、本提案が、養殖場が（岩などの）硬
い底質上に位置する状況について対処もガイダンスも提

供していないと指摘しています。 
•.ステークホルダーにとっては、認定要求事項に関するサ
ンプルの採取と分析に責任を持つ者が誰であるかが不明

確と指摘されています。 
•.ステークホルダーは、サンプリングポイントが不適切な
場所（陸上、別の養殖場など）にある場合、どのように

• マールベッド上に立地することを認めないこと、及
び硬い基質の上に養殖場がある場合の要求事項を提案

に追加します。 
• サンプリングと分析を行うスタッフに対する要求事
項を提案に追加しました。 
• サンプリングポイントが不適当な場所にある場合、
どのように対処するかのガイダンスを提案に追加しま

した。 
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対処すべきか、提案をより明確にすべきであるとコメン

トしました。 
• チリの二枚貝生産者は、提案で要求される年 1回のサン
プリングと、（現行の二枚貝基準の許容範囲である）底

生動物の影響がないことを示す結果が出た場合のサンプ

リング頻度の延長が認められていないことについて、反

発を示しました。 
• ある世界的なサケ生産者は、ASCは各国の規制モニタ
リングシステムを受け入れるべきであると提案しまし

た。同じ生産者は、全体として、提案されたアプローチ

に様々な分野（サンプリング場所、サンプリング時期、

環境品質基準（EQS）システム）で異議を唱えました。 
• ある養殖場協会からのフィードバックでは、現地の状況
（汽水域で、もともと他の（陸上の）供給源からの有機

物の影響を強く受けている）に照らして、提案されてい

る要求事項を適用することが困難であると述べられてい

ます。 
- また、酸化還元と硫化物の両方のモニタリングを実施す
る必要性についても懸念が示されました。 

•  
•.ASC二枚貝基準の現行要求事項に合わせ、3年連続
で要求事項を満たしていることを証明する軟体動物養

殖場について、毎年のモニタリング頻度の免除が提案

に追加されました。 
• 改訂された提案は、海水の要求事項が汽水域にも適
用されることをより明確にしたものです。 
• 次回のコンサルテーションでは、CABが要求事項の
解釈や評価で直面する可能性のある課題を理解するた

めに、CABとより多く対話する必要があります。 

判定基準 2.7 – 水質 • この提案のアプローチは、現在測定していない変数のい
くつかを測定する必要があるという点で、現行の要求事

項とは大きく異なるという文脈で、この提案の実用化と

運用に関する懸念を示したフィードバックがいくつかあ

りました。 

• 今後の作業は、3つのシステム（湖沼及び貯水池、
流水性淡水、海水）間で提案された要求事項を可能な

限り調整し、同じシステム内で遭遇しうる様々な異な

る状況に適した要求事項を策定することを目的として

います。さらに、ASCは、マスバランス比較法を用
いて、窒素とリンが富栄養化の制限因子または共制限

因子となる状況を区別して要求事項を策定することを

目的としています。 
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判定基準 2.8 – 塩化 • 汽水域を含むこと、範囲、排水システム/配管、陸上排
水の潮間帯への排出の可否など、多様な意見が寄せら

れ、その根拠について一般的な質問がなされました。プ

ラスチック製の池のライナーの使用を禁止する判定基準

に関するフィードバックが大半を占めました。 
• 高透水性という言葉が未定義のままであり、ライナーの
使用がどのようなものかについての説明が不足していま

す。 
• プラスチックライナーの使用を禁止することは、コスト
や実現可能性に広く影響を与え、発展途上国にとっては

障壁となる可能性があります。 

• 土壌の排出に関する更なる文脈と説明が策定される
予定です。 
• 判定基準の特定の側面に関するターゲットを絞った
フィードバックは、パイロットと次回のパブリックコ

ンサルテーションの際に求める予定です。 
 

判定基準 2.9 – バイオ
ソリッド 

• 大きな懸念はありませんが、主要栄養素の推定が農家に
とって実行可能かどうかについては、回答者の意見が一

致していません。 
• ある養殖場は、許可された活動のリストが制限的である
かもしれないとコメントしましたが、他の養殖場はこれ

を問題視していません。 
• 再利用/リサイクルに重点を置いていることについて
は、否定的な回答はありませんでした。 

• 主要栄養素の推定が養殖場にとって実行可能かどう
かは、パイロットで検証される予定です 

判定基準 2.10 – 淡水
の使用 

• この判定基準では、ステークホルダーのグループ間で大
きな不一致が見られました。例えば、井戸の水や最小バ

イタルフローを測定すべきと考えるステークホルダーも

いれば、それを妨げる、あるいはできないと考えている

ステークホルダーもいます。また、水不足でない地域で

の水消費量削減の必要性についても、大きく異なりま

す。 

• 判定基準の範囲と根拠について、さらなる文脈と説
明が策定される予定です。 
• 小規模生産者からのインプットが不足しており、要
求事項が彼らの生産に及ぼす影響や、彼らが全体とし

て要求事項を達成する能力を見極めることが困難なた

め、パイロットと次回のパブリックコンサルテーショ

ンの際に、ターゲットを絞ってフィードバックを求め

る予定です。 
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• 対象範囲のさらなる明確化と、この決定の根拠を示す必
要があります（例えば、サケ養殖場の淡水処理を除外す

る場合、これらの処理で使用する総量は、例えば高効率

の再循環式水産養殖システム（RAS）システムと比較し
てどうか）。 
• RMFに関する懸念が提起されています - その意図を理
解するために、ステークホルダーによるより詳細な説明

が必要です。生産者によって作成された場合、これらの

文書の有用性に関して懸念が提起されています。 
• 小規模生産者からのインプットがないため、要求事項が
彼らの生産に及ぼす影響や、彼らが全体として要求事項

を達成する能力を見極めることが困難です。 
判定基準 2.11 – エネ
ルギーの使用と温室効

果ガス排出量 

• 回答者の中には、温室効果ガス（GHG）排出量の削減
を実証するためのインセンティブや要求事項を求める声

もあります。科学的根拠に基づく目標設定イニシアティ

ブ（SBTi）との連携に特に言及したものもあれば、より
一般的に、排出量のベースラインを設定し、そこから削

減するためのシステムを求めるものもあります。これ

は、小売業者/ブランドの回答者に最も多く見られまし
た。 
• 多くの養殖生産者が、環境改善・緩和プログラム
（EEMP）要求事項のトリガーレベルとして鶏肉を用い
ることに反対しました。その理由は、関連性、鶏肉の生

育期間が短いことを踏まえた公平性、多くの種類の養殖

場での実現可能性、全ての養殖場に EEMP対策を求める
代わりにトリガーレベルを使用すること、などのいずれ

かでした。エネルギー投入量が常に高い養殖場に言及

この判定基準に付随して、方法論ガイダンスが作成さ

れる予定です。特に、必要なデータの収集と報告に対

する課題と障壁を特定し、付属ガイダンスの開発に向

けて情報提供するために、複数のステークホルダーと

の更なる対話が必要です。エネルギー使用及び温室効

果ガス技術作業部会との議論は、そのガイダンスと最

終指標への情報提供のため、必要な専門知識を提供す

ることになります。パブリックコンサルテーションで

提示された主な懸念は、この作業部会にも持ち込まれ

る予定です。 
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し、また、非再生可能資源からのエネルギーだけでな

く、総エネルギー使用量を使用することに疑問を呈する

コメントもありました。 
• いくつかの回答者は、コメントする前に方法論のガイダ
ンスを提供するよう求め、ある回答者は特にパブリック

コンサルテーションのためのガイダンスを求めました。

養殖生産者は、専門知識の不足に言及し、特に小規模の

生産者に影響があると指摘しました。ある生産者は、方

法論ガイダンスを IDH と整合させることに特に言及しま
した（IDH 及び他の認証・格付機関 と GHG 方法論に関
して、ISEALがリードするワーキンググループが進行中
であることに注意）。 

判定基準 2.12 – 材料
の使用、廃棄物及び汚

染の管理 

• 生産者は、使い捨てプラスチック（SUP）の削減、プラ
スチック保持具の使用、製品のタグ付けなど、多くの指

標を遵守する能力について懸念を表明しました。現場で

の洗浄を明確にする必要があります。いくつかの指標で

は、どのような種類のシステム（例：ネットペン）が含

まれるのか、より明確な定義が必要です。他の基準を見

直し、更なる発展のための枠組みとして使用し得るとの

フィードバックもありました。 
• この指標は、提案指標全体にわたって、多種多様なコメ
ントを得ました。 
•  Global Ghost Gear Initiative の水産養殖ベストプラクテ
ィス・フレームワークと要求事項を一致させることが推

奨されました。 
• ホルモン放出に関する範囲をより明確にすること 

小規模生産者への更なる働きかけは、次回のコンサル

テーションとパイロット活動で進められる予定です。 
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• 銅の処理と、ガイダンスでカバーできる特定のシナリオ
（及び殺生物剤の使用）に関する質問がありました。 
• コスト、実用性、材料にタグをつけることの難易度の高

さ。適切な管理システムでその意図をカバーするか、重

要な製品にのみタグを付けるべきとの提案 
• 使い捨てプラスチックの COVID と食品安全への影響が

必要 
• 指標の言語について、さらなる詳細が必要 
 

判定基準 2.13 – 飼料 • 飼料成分に関する要求事項の必要性について多くのフィ
ードバックがあり、養殖場基準でこれらが扱われている

ことをより明確にする必要があることが指摘されまし

た。 
• 生産者と飼料工場は、一部の養殖場が新しい飼料基準
（指標 2.13.1）に従って ASC 飼料を購入することができ
ないかもしれないと懸念しています。アジア/日本を拠点
とする回答者は特に懸念していました。 
• 閉鎖型システムの場合、配合飼料は無駄が多いため、

ASC適合飼料の購入を義務付けるべきでないという懸念

が示されました。 
• 指標 2.13.2 は、認証海藻を要求することの実現可能性

について、多くの異なるステークホルダーから反発を受

けました。 
• 環境 NGO やその他のステークホルダーからは、飼料魚
依存率（FFDR）の値が、特にサケ（指標 2.13.3）につい
ては改訂されていないことに多くの懸念が寄せられまし

た。 

• 飼料基準に関連する判定基準の範囲と根拠に関する
更なる文脈と説明が策定されます。 
• 閉鎖型システムでの飼料要求事項及び湿った飼料・

ペレットの給餌について、パイロット期間中にターゲ

ットを絞ってフィードバックを求めます。 
• 指標 2.13.2 は改訂され、認証海藻は要件から除外さ

れますが、海藻の「よく管理された」資源とは何を意

味するのかについてのガイダンスが作成される予定で

す。 
• FFDR 値は見直されます - そのプロセスは今後決定
されます。 
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• 回答者の中には、湿った飼料や湿ったペレットを与える
ことに依存している種があることを知っていると答えた

人もいました（指標 2.13.6）。これはアジアで発生して
いるとみられ、マグロが関連種として挙げられました。 

判定基準 2.14 – 魚の
健康 

• ほとんどのフィードバックは肯定的で、範囲、根拠、意
図に対する大きな懸念は見られませんでした。3 つの 
NGO のみが、健康と福祉の観点から地域の野生生物への

影響を考慮すべきであると強調しました（これはすでに

新しい福祉コンテンツに含まれています）。 
• 特定の指標について言えば、指標 2.14.4 及び死亡率と
生存率に関連する他の指標は、少数の養殖場を含む様々

な組織から、より多くのコメントが寄せられました。指

標 2.14.12については、抗生物質感受性試験に関する要

求事項に関して、養殖場からいくつかの懸念が示されま

した。養殖場は、現在の要求事項は現実的でなく、達成

可能でもないと感じています。指標 2.14.10 も養殖場及
びある NGO の反発を招き、OIE に届出可能な病気が検

出された場合の淘汰の要件は過剰であると指摘されまし

た。最後に、指標 2.14.1 は、有効なワクチンや関連する
病気として理解されるものが明確でないため、生産者に

懸念を抱かせました。 

いくつかの改善の余地が発見されました。これらにつ

いては、受領したフィードバックをもとに現在修正中

です。 

判定基準 2.15 – 寄生
虫コントロール（ウミ

ジラミを除く） 

• 生産者からのフィードバックは全体的に肯定的でした
が、寄生虫駆除剤の堆積物モニタリング、治療のローテ

ーション、感受性試験、（外部寄生虫のサンプリング結

果と抵抗力の）公開に関する要求事項案について懸念が

表明されました。 

• パイロット期間中に生産者からのさらなるフィード
バックを確実に収集する必要があります。 
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• 指標 2.15.4 は一部の生産者から反発を受け、寄生虫駆

除剤の規制認可はすでに堆積物への潜在的影響をカバー

しており、追加のサンプリングは必要ないとの意見があ

りました。 
•ステークホルダーは感受性試験（指標 2.15.5）の価値を
認めていますが、これは生産者のコスト増につながり、

時間がかかり、治療の実施を遅らせる可能性があり、地

域によっては実施できない場合もあります。提案では、

寄生虫駆除剤を連続して使用した 2 回目に実施する案が
挙げられました。 
• ステークホルダーは、開示要求事項（2.15.12 及び 
2.15.13）が、悪影響を及ぼし、誤解を招く可能性がある

として懸念を表明しました。 
判定基準 2.15x – ウミ
ジラミ（まず ASCサ
ケ基準の改訂版で公表

される予定） 

• ASC 地域のウミジラミの閾値と影響を受けやすい期間: 
いくつかのフィードバック（特に ENGOからのもの）
は、現在の規制値を ASCのウミジラミの閾値として使用

することに懸念を表明しています。 
• ウミジラミのレベルを確立された閾値以下にするための

タイムラインと超過した場合の影響: フィードバックは、
ステークホルダーが好む決定的なものではありませんで

した。タイムラインに関するフィードバックは、1 週間か

ら 42日の間で変動しました。 
• サンプリング、治療、除外と報告: 除外と報告に関する
要求事項に関して懸念が表明されました。 
•  エリアベース管理: 全体として、このトピックの改訂に
関して、ステークホルダーから肯定的なフィードバック

が寄せられました。 

• 今のところ、入手可能な情報を考慮すると、この改

訂で ASC をサポートしている技術部会（TG）は、ウ
ミジラミに関する改訂指標に対する推奨アプローチ

が、現時点で ASC に対する最も適切な提案であると
考えています。 
• ASC は 21 日間のタイムラインを提案しています。 
• TG は、推奨される除外措置が適切であるとの考え

を再確認しています。 
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判定基準 2.16 – 抗生
物質及びその他の動物

用治療薬 

• 判定基準 2.16が、動物のライフサイクル全体、評価単
位（UoA）、UoCのどこに適用されるかを明確にする必
要があります（判定基準 2.17への影響）。  
• 抗菌薬感受性試験（2.16.7）、抗生物質処理回数に関す
る種ごとの制限（2.16.13）、抗生物質負荷または治療回

数の低減（2.16.14）に対する業界の反発がありました。 
• 抗菌薬耐性の開示（2.16.16）に関する業界の反発があ
りました。  
• 2.16.12 (極めて重要な抗生物質)とオキソリニック酸を
例外とするマス基準との間に不一致があります。 
• 付属資料 1は見直し、標準化、改良が必要です。 

現在、技術作業部会(TWG)において、指摘された事項
が修正されています。この過程でフィードバックが考

慮され、適宜統合されます。これは夏の間に行われる

一連の会議を通して行われます。 

判定基準 2.17 – 孵化
場及び中間サイト 

• 全体としては、ASC の監査の範囲を孵化場と中間サイ
トに拡大するという提案は、広く受け入れられ、奨励さ

れました。ほとんどのフィードバックは、第二者監査人

ではなく、第三者監査人の利用を推奨していましたが、

このフィードバックは主に環境 NGO からのものである
ことに注意が必要です。CABは全ての監査に必要な時間
について懸念を示しましたが、生産者は資格を持った内

部監査人の利用をより容認しています。 
• 範囲については、生産のどの側面が対象であるか/対象
外であるかを明確にするため、さらなる定義が必要です

（例：複数のステークホルダーがひなを飼育していまし

た）。 
• プログラム間の差別化要因として、孵化場/中間サイト
に対するベストな水産養殖基準の要求事項が挙げられま

した。 
• 孵化場の基準を別にするよう求める声もありました。  

• ASCは、どの生産タイプ/システムがどのレベルの評
価を受ける必要があるかを決定するために、リスクマ

トリクスを開発します（例：低リスクのシステムは内

部監査を受け、高リスクのシステムは第三者監査が必

要）。 
• 適用範囲の完全な説明と、関連する/関連しない基準
の領域、および除外を必要とする特定の領域が示され

ます。 
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• 孵化場レベルで ASC飼料を供給する能力について懸念
がみられました。 

判定基準 2.18 – エリ
アベース管理

（ABM） 

• フィードバックによると、ほとんどのステークホルダー
は提案内容に同意していますが、一部（NGO）は ABM
判定基準の範囲を拡大することを求めています。 
• 生産段階のすべてのサイト（孵化場と中間サイトを含
む）に ABMを要求できるかどうか確認 
• モニタリング/監視の後に、影響への対処のためのフィ
ードバックループを要求 - RMFでカバーできる可能性が
あります。 

• さらに検討を進め、ASC 養殖場基準の将来のバージ

ョンで内容を改訂する予定です。 
• 生産者は ABMの実施のためのガイダンス、トレー
ニング及びサポート文書の必要性を指摘しています。

これは付属ガイダンスの開発や、後の UoCトレーニ
ングモジュールでカバーされることになります。 
• 十分な関与が得られましたが、次回のコンサルテー
ションではサケ以外の魚種の生産者からのインプット

を要請する予定です。 
判定基準 3.1 – 権利の
意識 

この判定基準に関して大きな問題はありませんでした

が、2人のステークホルダーから、ダイビングに関するメ
ディカルテストについて質問があり、これに関するさら

なるガイダンスが有用であることが示されました。 

• ダイビングを含め、どのような場合にメディカルテ
ストが許可され、適切であるかについての詳細は、付

属ガイダンスで説明される予定です。 

判定基準 3.2 – 強制労

働 
• 一般的に、回答者は要求事項を支持しており、非遵守に

対する強い罰則やブラックリストを提案するコメントが

いくつかありましたが、変化を妨げるようなサプライヤ

ーの切り捨てではなく、継続的な関与を主張するコメン

トによってバランスが取られています。 
• 是正: 多くの人が、即時の見直しと長期的な戦略を含

む、是正のための必要なタイムラインを設けるべきであ

ると指摘しました。別の NGO は、専門家の介入が必要

であり、UoC が独自に問題を解決することはできないた

め、基準 に組み込むのではなく、ASC と CAB が制定す
る手順を含むべきであると指摘しました。 

• ASCは、この分野で不適合となった養殖場を直ちに
認証プログラムから除外するよりも、継続的に関与す

る方が生産的であることに留意しています。是正はそ

の重要な部分であり、ASC はこれらの指標に関する
不適合にどのように対処するかについて、引き続き議

論を行う予定です。 
• 是正スケジュールと、是正プロセスにおける専門家

の関与に関する追加ガイダンスが、付属ガイダンスに

含まれる予定です。 
• 囚人労働に関する更なる明確化は、付属ガイダンス

に含まれる予定です。 
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 • RMF とその適用時期について、いくつかのコメントが
ありました。 
• 要求事項 3.2.4について、人材紹介エージェントは人材

紹介方法とガイダンスにおいて透明性と倫理基準を示す

ことを追加で要求すべきとのフィードバックがありまし

た。 
• 囚人労働に関する指標 3.2.13について、採用された労

働者が囚人労働者ではないという意図をさらに明確にす

る必要があるとの意見がありました。 
判定基準 3.3 – 児童労

働 
• 3.3.5 軽作業は専門家のコンサルテーションで反発を受
け、彼らは、これは ILO 基準に沿ったものではあるが、
軽作業を許可すると ASC が「ハードルを下げている」と
いう印象を与えることを懸念していました。小売業者も

軽作業について懸念を示し、軽作業は家族経営の養殖場

でのみ許可されるべきとする意見が 2件ありました。 
• ステークホルダーは、「軽作業」と児童にとっての「危

険な作業」をより明確に定義する必要があると強調しま

した。 
• また、何人かの専門家からは、軽作業に関する労働時間

規制は、判定基準 3.9（労働時間）ではなく、 3.2（児童

労働）に含めるべきと提案されました。 
• ステークホルダーは、国内法との整合性において潜在的

な課題があることを指摘しました。 
• 根拠で使われている言葉について、ある関係者から児童

労働を望ましいものと思わせるという意見があり、代わ

りにある状況下では「許容される」という言葉を使うこ

とを提案されました。一方、別の参加者は、言葉は問題

• ASC は、この判定基準の意図をよりよく表現するた
め、根拠の文言を練り直します。 
• ASCは内外で協議し、指標 3.3.5の「軽作業」に関

して見直し、文言を練り直す予定です 
• この判定基準の変更には、児童の軽作業に関する国

内法の強調が含まれる予定です。 
• 付属ガイダンスには、軽作業とは何か、何が危険な

作業と見なされるのかについてのガイダンスが含まれ

る予定です。 
• 是正スケジュールと、是正プロセスにおける専門家

の関与に関する追加ガイダンスが付属ガイダンスに含

まれる予定です。 
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なく、そのまま ILOに沿ったものであると考えていま
す。 

判定基準 3.4 – 差別 この判定基準の内容と要求事項については概ね合意が得

られましたが、小売業者からは、差別は要求事項を構築

するのが非常に難しいテーマであり、指標をより細分化

すればより明確になるとの指摘がありました。 

ASC は、これは複雑なトピックであるとのコメント

があることに留意し、より明確にするために、根拠の

文言を再検討する予定です。 

判定基準 3.5 – 健康と

安全 
コメントは幅広い問題をカバーしており、指標の方向性

にほぼ同意していますが、ステークホルダーはいくつか

の疑問と一層の明確化が必要な領域を指摘しました。例

えば、3.5.13の「授乳に適した場所」への言及における

「適した」という用語の定義や、現在指標 3.5.6の脚注に

あるダイビングの安全性に関する要求事項の明確化など

です。予想通り、ステークホルダーは RMFについてより
多くの情報を必要としていることが示されました。 

• ASCは、明確化のため、いくつかの指標の文言を若
干変更する予定です。 
• 衛生施設に何を含めるべきかについての情報は、付
属ガイダンスで概説されます。 
• RMFの使用に関する広範囲なガイダンスが提供され
る予定です。 

判定基準 3.6 – 団体交

渉と結社の自由 
従業員が自由に労働者組織を結成できること（指標

3.6.1）を「知らされる」だけでなく、それが自由にでき

るということを明確にするために、言葉を変えるべきと

の提案がありました。それ以外では、コメントは判定基

準に概ね同意していました。 

ASCは 3.6.1を再検討し、この指標を少し書き換えて

さらに明確にすることを検討します。 

判定基準 3.7 – 透明性
の高い契約 

下請けについて、また、この基準がどのように下請けに

適用されるかについての質問がありましたが、全体とし

て、これらの指標に強い同意が得られました。 

ASCは、下請け業者の定義をより明確にするよう内

部で取り組んでおり、これに関する情報は付属ガイダ

ンスに含まれる予定です。 
判定基準 3.8 – 賃金 • 労働者や労働者代表組織との協議を通じて、最低賃金や

ベーシックニーズ賃金の設定を求めるだけでは不十分で

あり、生活賃金の指標を基準に加えるべきとのフィード

バックがありました。また、これらの要求事項はすぐに

生活賃金を支払うことを求めるのではなく、生活賃金の

• ASC は、生活賃金に関する要求事項を基準に含める

方法について、内部及び世界生活賃金連合と協力して

取り組んでいます。 
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支払いに向けての段階的な改善を示すことを求めるべき

という意見もありました。 
• 生活賃金のベンチマークが不十分であることをもって、

生活賃金指標の障害にすべきではないとの意見も複数あ

りました。ある NGOは、データ取得の手段として給与マ
トリックスツールを推奨し、十分な公正賃金ベンチマー

クはベンチマーク・ファインダー・ツールで見つけるこ

とができると提案しています。 

• 生活賃金の支払いに向けての段階的な改善を示すと

いうアプローチは、ASC 養殖場基準パイロットでテ
ストされる予定です。 
• ASC はまた、生産者が現在の賃金を測定し、生活賃

金とのギャップを理解することを支援する方法を検討

しています。 

判定基準 3.9 – 労働時
間 

• フィードバックで最も多かったテーマは、労働時間の柔

軟性を求めるものでした。指標 3.9.12については、特に
従業員が遠隔地にいる場合、8時間労働は実現不可能であ

るとする生産者からの反発が顕著でした。また、複数の

ステークホルダーが、自社は ASCの要求事項よりも柔軟

性があると思われる労働時間に関する国内法に従ってお

り、労働時間に関する従業員との合意を形成し、しばし

ば平均化を用いて、より長い労働日とそれに続く多くの

休息日を認めていると指摘しました。一部の生産者は、

指標 3.9.12は自分たちには実現不可能であると指摘しま

した。 
• また、指標 3.9.5の時間外労働については、「国内法や

従業員代表との協定により、多くの時間外労働を認めて

いる」という生産者からの反論もありました。 

• ASCは労働時間に関する指標を再検討し、ILOの基
準に沿いつつ、より柔軟性を持たせる可能性を検討す

る予定です。 
• ASCはまた、要求事項に平均化の形式を取り入れる

ことを検討します。 
• ASCは、時間外労働に関する要求事項に取り組み、

全体として国内法への言及を含む方法を検討します。 

判定基準 3.10 – 職場
での行動への対応 

この判定基準について CABから寄せられた唯一の重要な

コメントは、日本では懲罰的な賃金控除が認められてお

り、賃金控除を禁止する指標（3.10.3）は日本企業にはな
じまない、というものでした。 

ASCは、生産者がその意図をより明確に理解できる
よう、懲戒処分として賃金を控除するべきでない理由

を付属ガイダンスで明確にします。 
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判定基準 3.11 – 従業
員の収容 

指標またはガイダンスのいずれかに追加すべき内容につ

いての提案。小売業者は、衛生設備へのアクセスにおけ

る安全性（特に女性）は、（例えば）水洗トイレがある

ことよりも重要であると指摘しています。また、ある生

産者は、この判定基準は廃棄物及び水道の正しい安全な

処理に関する内容を含むべきであると指摘しました。 

衛生設備へのアクセスの安全性、廃棄物や水道の適切

で安全な処理に関するコメントは留意され、これらの

情報は付属ガイダンスに含まれる予定です。 

判定基準 3.12 – 苦情
処理メカニズム 

ほとんどのフィードバックで、是正のタイムラインの問

題が取り上げられ、大半は 90 日が是正のために実行可能

なタイムフレームであることに同意しています。しか

し、多数の回答者は、是正のため、より一層の具体性と

タイムラインを追加することを強調しました。 

苦情処理中の通知に関するより短いタイムフレームに

関するガイダンス、重大な状況に対処するために是正

保護措置を迅速に行う必要がある場合に関するガイダ

ンス、及びより長いタイムラインを必要とする是正プ

ロセスの処理方法に関するガイダンスは、付属ガイダ

ンスで取り上げられる予定です。 
判定基準 3.13 – コミ
ュニティへの貢献 

• 2つの判定基準（従来は先住民コミュニティと地域コミ

ュニティ）を組み合わせることは、他のコミュニティと

は異なる先住民コミュニティに十分な注意が払われない

ことを意味するという反発がありました。しかし、2つの
判定基準を組み合わせることに賛成するステークホルダ

ーもいました。 
• 特に環境 NGO からは、FPIC（Free, Prior and Informed 
Consent）に関する要求事項をこのバージョンの基準に含
めるべきという重要なフィードバックがありました。 

•.ASC は、2 つの判定基準の組み合わせの問題につい
て内部で検討し、その対処法を見出す予定です。 
•.ASC は外部の専門家と協力して、FPIC に関する指
標を策定し、これに関する広範なガイダンスを添付す

る予定です。 

付属資料 2 – データの
記録と提出 

• アプローチへの支持、アプローチの変更の歓迎 
• 収集したデータの正当性や価値を伝えることが必要 
• テンプレートや方法論が実際のデータ収集の仕組みを反

映していることを確認するために、生産者や CABと協議
することが明確に必要 

ASC は生産者、CABその他と協議し、現在養殖場で
行われているデータ収集の方法と、それに伴うデータ

提出の必要性を十分に理解する方針です。このような

専門家によるフィードバックは、データ提出を成功さ

せるために非常に重要です。ご興味のある方は、

data@asc-aqua.org までご連絡ください。 
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付属資料 3 – リスク管
理フレームワーク 

• 養殖場が自らプロセスを実施するにあたって、

BEIA/PSIA で見られた独立性・公平性の欠如の懸念があ
る。 
• オペレーションの実現可能性に関する懸念 - 企業が継続
的に処理するには多すぎる可能性があり、一部企業にと

っては業務が重複する可能性がある。 
• インプットの信頼性に関連した、ツールの結果の信頼性
についての懸念 
• 結果や許容できるリスクについての懸念 

ASC は懸念に留意し、それを内部のワーキンググル
ープに伝えました。これらの問題は、プロジェクト策

定を通じて広く対処され、その成果はすべてのステー

クホルダーと共有される予定です。 
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3.1 全てのフィードバック 

ダッシュボードと全てのフィードバックはこちらで公開しています。 

3.2 ネクストステップ 

ASC は、2022 年 9 月から 10 月にかけて、底生動物への影響と魚の健康と福祉に関するコ

ンサルテーションを実施する予定です。一部のトピックは、パイロット監査でテストされま

す。また、パイロット期間中にワークショップも開催される予定です。パイロット監査は、

2022 年 10 月から 2023 年 3 月にかけて実施されます。ASC技術諮問部会（TAG）への最
終成果物提出に先立ち、2023年 9月に成果物である ASC養殖場基準について 30日間の最
終コンサルティングが実施されます。TAG は、2024 年 3 月に ASC 養殖場基準を採用する
よう、ASC理事会に正式な勧告を行う予定です。 
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付属資料: 回答者リスト 
 
組織 氏名 
Acuacultura y Pesca Jose Luis 
AEON Co., Ltd. Yumie Kawashima; Hiroshi Tsukasa  
Agrupación turística, cultural y 
medioambiental Mar y Tierra 

Tamara Ojeda Uribe 

Åkerblå AS Dora Marie Alvsvåg 
AMITA Wataru Koketsu/Sughara Yoichi/ Naoya 

Ogawa; Chiko Tsukazaki (Ctsukazaki) 
andBlue Group Toshiki Kanemitsu  
Anderson Cabot Center for Ocean Life at the 
New England Aquarium 

Matt Thompson 

Aqua4c NV - Omegabaars Fransman Charles-Aimé 
Aquascot Dr Andrew Davie 
Aquatic Life Institute Catalina 
Arnarlax Nikolas Tzamouranis 
Arxada AG Dr Carsten Baehr 
ASOCIACION NACIONAL DE 
ACUICULTORES DE HONDURAS (ANDAH) 

Lisandro Javier Amador 

Atlantic Salmon Federation Dr. Stephen Sutton 
Auditor Naoya Ogawa 
Australian marine conservation society Adrian Meder 
Avramar Aquaculture Cecile Baulard 
Beijer Institute of Ecological Economics Patrik Henriksson 
BlueWater Spa Jose Luis Blanco Garcia 
Blueyou Consulting GmbH Thomas Egli, Jonas Walker 
BOLTON FOOD Hector Martin Fernandez Alvarez 
Camanchaca Cultivos Sur S.A. Roosebelt Morán 
Cermaq Norway Ingunn Johnsen 
Clayoquot Action Society Bonny Glambeck 
Coastal Communities Network - Scotland John Aitchison 
cofimar Maria Baquerizo 
Compassion in World Farming & RETHINK 
FISH CAMPAIGN 

Dr. Krzysztof Wojtas 

Conservation Council of New Brunswick Matthew Abbott 
Cpf india pvt limited Latha 
Cromaris Julija Smoljan 
Dainichi Mr Yuta; Mr Yosuke Takeda 
Dalhousie University Nathan Ayer 
Danish Aquaculture Association Lisbeth Less Plessner 
Dartmouth University Eric Edmonds 
David Suzuki Foundation Kilian Stehfest 
Defendamos Chiloé Juan Carlos Viveros 
Delica Friends seafood company Shinjiro Yoshihara  
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Deutsche Aquakultur e.V. Frederike Baumann 
DNV Business Assurance Italy SRL  

Sabrina Bianchini 
Earthworm Florie Loth; Clara Gitto 
Ecology Action Centre Simon Ryder-Burbidge 
Ehime University Atsushi Ido 
Environment Tasmania Jilly Middleton 
Evonik Operations GmbH Marion Hax 
Fauna & Flora International Gabriella Church 
FEED ONE CO LTD Koji Otsuka; Fuminori Endo  
Fisheries Management Scotland FMS Charlotte Middleton 
FRD Michihide Yamagishi - (山岸路秀); Daiji 

Tadokoro (田所大二); Yoshikazu Koizumi 
Freelancer seafood company Ooishi 
Georgia Strait Alliance Lucero Gonzalez 
Global Ocean Works (GOW) Ms Fukiko Fujimura 
Granjas Marinas San Bernardo  Martin Lainez 
Greenpeace Canada Sarah King 
Grieg Seafood BC Ltd Kristin Storry; Luke Pletsch; Sam 

Tomkinson 
Hatko Mert Bozkurt 
Healthy Bays Network Brian Muldoon 
HUBCO Virginie LAMATIERE 
IDH, the Sustainable Trade Initiative Lisa van Wageningen 
IKEA Christoph Matthiesen; Azaliah Mapombere 
INCIDIN Rafiqua Islam; Masud Ali 
individual Iain Pollard 
Individual seafood company  Yoichi Sugahara 
INRAE Joel Aubin 
International Labour Organisation ILO Lorenzo Guarcello 
Japan Salmon Farm (JSF) Mr Suzuki Kosuke 
Japanese Consumers' Co-operative Union  Satoshi Matsumoto 
JASS Ventures Pvt Ltd Joe Antony 
Jelebrat S.A. Alexandra Martínez 
JLB Management Consultancy Pty Ltd Dr Peter Lauer 
Kaneko Sangyo (Co.) 金子産業（株） Takashi Hara (原 隆 ) 
Kansai Electric Power  Keinosuke Suzuri  
Kefalonia Fisheries Aggeliki Lada 
KH Select Olga KH Select 
KILIÇ SEAFOOD CO. Engin Mola 
Killora Community Association Gerard Castles 
KU Leuven Filip Volckaert 
Kumamoto-ken Kaisui Yoshoku Gyogyo 
Kyodo Kumiai 

Akiyuki Kanabo 
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Kurose Fisheries Co., Ltd. 黒瀬水産㈱ Aika Hidaka 日髙愛華; Yukiko Yamashita (
山下有紀子),  

Labeyrie Fine Foods (Group) Manon Durbec 
Laboratorio Ramalab EIRL Hilda Castro Barrera 
Leibniz-Institute of Freshwater Ecology and 
Inland Fisheries (IGB) 

Fabian Schäfer 

Lidl Belgium Kelly Hauspie, Ines Verschaeve 
Litoral Austral Ltda. natalia gonzalez 
Living Oceans Society / SeaChoice Kelly Roebuck; Karen Wristen 
LP Foods Pte Ltd Le Thi Van Thanh 
Marine Conservation Society Dawn Purchase 
Marine Easy Clean Pty Ltd Roger Gagliardi 
Marine Foods seafood company Hideki Hayashi  
Marine Gold Products  Sirikwan Wongrad; Thunyarate Konkaew 
Marlborough Environment Centre Beverley Doole 
MARUBENI NISSHIN FEED CO., LTD. Shion SATO 
Maruha-Nichiro Toshihiki Yamaguchi ; Hiroaki Sano; Yuta 

Hamasaki; Asami Zenimura; Satomi 
Kanagawa; Takashi Kouyama; Tatsumi 
Iwabuchi; Toshikazu Kitagawa;  

Marukin  Shingo Suzuki 
Meralliance (Thai Union group) Vincent Gelamur 
Minato Shimbun Kentaro Furuya  
Mission Blue Max Bello 
Monterey Bay Aquarium Seafood Watch Tyler Isaac 
MOWI ASA Catarina Martins 
Native Fish Society Mark Sherwood 
Nature Canada Mark Butler 
Natuurpunt Sarah Tilkin 
Neighbours of Fish Farming Peter George 
New Brunswick Salmon Council Inc Gary Spencer 
New Generation seafood JSC Van Huu Loc 
Next Tuna GmbH Paul-Daniel Sindilariu 
Nichirei Fresh Inc. Yutaka Hiroshi Ishiguro; Makota Sonoda; 

Wakako Suzuki; Motohiro Kiuchi ; Toshiyuki 
Miyachi  

Nippon Suisan Kaisha, Ltd. Toshiya Yabuki; Fumie Kato 
NOAA National Marine Fisheries Service Amy R Scholik-Scholmer 
Nomad Oliver Spring 
North Atlantic Salmon Fund Elvar Fridriksson 
Only One Aaron Kinnari 
Pacific Coast Wild Salmon Society Alexandra Morton 
Parley for the Oceans Micheal Long 
Philosofish Dimitra Xodoa 
Picard Sidonie Malegeant 
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Pontificia Universidad Católica del Perú Ian Vazquez-Rowe 
Productos del Mar Ventisqueros S.A. Carlos Garcia 
Prosol (Grand Frais Marée) Solenne Arnal 
Regal Springs Emily McGregor; Anne-Marie Köch 
Rewilding Argentina Foundation Martina Sasso 
Sakamoto Feed Corporation Ehime Office (坂
本飼料株式会社 愛媛営業所 ) 

Ichiro Fukushima (福嶋一郎) 

Salmon and Trout Conservation Scotland Andrew Graham-Stewart 
Salmon Reform Alliance Dr. Lisa-Ann Gershwin 
Salmon Scotland Richard Beckett 
Sardina d.o.o. Darija Škarić; Božena Radić 
Save on Foods Miguel Santos 
Scottish Sea Farms Anna Price 
SCS Global Services Adam Daddino 
Sea Legacy Diego Jiménez 
Seafresh Industry Public Company Limited 
(Seafarm) 

Ung Poh Lynn 

Seagreen Research Peter Bridson 
Seoka Aquaculture Consulting Seoka, Manabu (瀬岡 学) 
SkeenaWild Conservation Trust Julia Hill 
Skretting Japan Yoshiaki Ina; Ken Sakurai 
Stingray Marine Solutions AS Julie Døvle Johansen 
Sustainable Fisheries Partnership (SFP) Elena Piana, Dave Martin, Paul Bulcock 
Tasman Peninsula Marine Protection Trish Baily 
Tasmanian Alliance For Marine Protection ( 
TAMP) 

Trish Baily 

Tasmanian Conservation Trust Peter McGlone 
Tasmanian Independent Science Council Christine Coughanowr 
Tassal Group Pty Ltd Deleeze Chetcuti 
Tesco Ben Weis 
The Danish Institute for Human Rights Tulika Bansal 
Toppits Foods Ltd. Cassandra Maldeniya 
Toyo Reizo  Tomoyuki Umetsu  
TRAPIA MALAYSIA SDN BHD Nur Atiqah Sulaiman; Teow Hang Ou; ROS 

SUHAIDA RAZALI 
University of British Columbia Nathan Pelletier/Andrea Frommel 
University of Patras Pavlos Avramidis – Associate Professor 
URATASUISAN CO.,LTD Masaki Urata 
US Dept Labor Chanda Uluca; Kyle Livingston 
Uwajima City Hall  Yoichi Shinomiya  
Veramaris VOF Ian Carr 
Vitapro S.A. Gloria Montenegro 
Watershed Watch Salmon Society Stan Proboszcz 
Wild Rise Company Corin Smith 



 ASC養殖場基準 PC V サマリーレポート 
 
 

32 

Wildfish Conservancy Kurt Beardslee 
World Organisation on Animal Health OIE Dante Matéo; Ólafur Valsson  
WWF M. Macleod on behalf of WWF 
WWF Chile María Jesús Gálvez 
WWF Malaysia Victor Andin; Wei Chor; Chor Khang 
WWF Sweden Inger Melander 
Yumigahama Fisheries (弓ヶ浜水産 ) Ryouji Kuranaga; Hatsumi Wakai (若井初実

); Akira Takeshita  
ZIZZO BILLANTE HERMANOS S.A. Miren 

 


